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評価指標
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事業費（人件費除く）の財源内訳

１次評価のみ対象分
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成果（どうなるのか）
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全国すべての学校を対象とし、学級数など基本事項を調査し学校教育行政に必要な学校に関する基
本的事項が明らかになる。
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達成度 伊賀市内の小中学校は、電子調査システムを導入しているが、幼稚園及び各種学校は導入されていない。

事業費が全て国費でまかなわれており、一般財源の持ち出しがない。
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電子調査システムを導入している伊賀市内の小中学校は、電子調査システムを活用している｡
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・指定統計調査の中で唯一電子調査票が導入されている｡
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・学校基本調査の実施
　（毎年５月１日現在で実施される学校教育行政に必要な学校に関する基本的な調査）
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